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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 2,733,821 3,036,391 3,703,736 5,832,907 6,417,386

経常利益（千円） 59,164 22,790 63,773 166,169 64,925

中間（当期）純利益（千円） 25,209 12,636 30,978 83,734 35,018

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 243,400 243,400 243,400 243,400 243,400

発行済株式総数（株） 4,680 4,680 4,680 4,680 4,680

純資産額（千円） 619,142 662,224 687,504 677,667 684,606

総資産額（千円） 1,263,427 1,380,941 1,573,044 1,447,229 1,521,206

１株当たり純資産額（円） 132,295.34 141,501.00 146,902.67 144,800.79 146,283.35

１株当たり中間（当期）純利益金額
（円） 

5,386.56 2,700.21 6,619.31 17,892.00 7,482.57

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額 
（円） 

－ － － 6,000 6,000

自己資本比率（％） 49.0 48.0 43.7 46.8 45.0

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

7,301 △20,557 36,675 78,442 27,777

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

2,895 △77,450 △32,153 △21,406 △99,665

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△27,853 △17,830 △27,557 △18,006 △27,830

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

629,975 570,823 563,907 686,661 586,943

従業員数（人） 102 120 126 107 123



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、契約社員を含めてお

ります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社に労働組合は組織されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 126 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

全般的概況 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に、設備投資や個人消費が増加する一方、前期末にかけて

弱い動きが見られた輸出も持ち直すなど、景気は緩やかな回復を続けました。 

人材サービス業界におきましては、新規求人数が増加し、完全失業率も高水準ながら低下傾向で推移するなど、雇用情勢

の改善に広がりが見られるなか、人材派遣や人材紹介など、人材サービスに対する需要は増加傾向となりました。 

旅行業界におきましては、景気回復による消費意欲の高まりに加え、ゴールデンウィークの日並びの良さや愛知万博

（愛・地球博）の開催効果などもあって、国内旅行、海外旅行ともに、旅行単価の上昇を伴って好調に推移しました。 

このような経営環境のもと、当中間会計期間における当社の業績は、次のとおりとなりました。 

売上高      3,703,736千円（前年同期比 122.0％） 

売上総利益     813,604千円（  同   124.5％） 

営業利益      63,132千円（  同   278.6％） 

経常利益      63,773千円（  同   279.8％） 

中間純利益     30,978千円（  同   245.1％） 

  

部門別概況 

① 人材サービス事業部 

人材サービス事業部におきましては、企業部門の好調さを背景に雇用情勢に改善の動きが広がるなか、人材派遣事業と人

材紹介事業が堅調に推移したほか、地域特性を活かした施策により再就職支援サービスが急成長するなど、順調に売上を増

加させることができました。また、人材募集の強化策として各種ウェブサイトのリニューアルに着手したほか、業務の効率

化に向けた基幹システムの見直しにも注力しました。以上の結果、当事業部の売上高は3,107,672千円（前年同期比

122.9％）、売上総利益は708,974千円（同124.9％）と、いずれも前年同期を上回りました。 

当事業部における事業別の業績は、次のとおりであります。 

人材派遣事業につきましては、派遣料金単価が依然として低水準にあったため、収益面で厳しい環境が続きましたが、本

社を置く香川県など既存営業エリアでの売上が総じて好調に推移したことに加え、前期中の首都圏での出店も奏功し、売上

高は2,720,304千円（前年同期比127.7％）、売上総利益は541,373千円（同122.5％）となりました。なお、当中間会計期間

には、人材派遣ウェブサイト「crie job plaza（クリプラ）」のオープン、高松支店の登録スペースの全面改装など、登録

スタッフの確保に向けた施策を実施したほか、業務効率とマッチングスピードの向上を目的に、新基幹システム導入の準備

を進めました。 

人材紹介事業では、お盆の帰省時期に合わせた５都市（高松、徳島、松山、広島、岡山）での転職相談会の開催や転職支

援ウェブサイト「クリエ転職ネット」の活用により、中四国へのＵＩターンを中心とした転職希望者の確保に注力しまし

た。また、前期に積極採用し、各拠点に広域的に配置したキャリアコンサルタントの売上への貢献もあって、売上高は

75,062千円（前年同期比157.3％）、売上総利益は74,260千円（同158.2％）となりました。 

アウトソーシング事業では、通信・ＩＴ業界、小売業界の業務受託を中心に取り組みましたが、前期に引き続き、案件ご

との収益性を考慮した営業を行った結果、売上高は236,183千円（前年同期比72.9％）、売上総利益は48,250千円（同

75.9％）となりました。 

その他の事業につきましては、再就職支援事業を全国展開する株式会社ＪＭＡＭチェンジコンサルティングとの業務提携

により四国での再就職支援サービスの売上が大幅に増加したほか、各地で経営セミナーを実施するなど積極的な営業活動を

行った組織人事コンサルティングサービスの売上も増加しました。また、教材作成や研修などの業務受託を中心に展開した

ＩＴビズタレント事業、フランチャイズ店であるクリエ東海（名古屋市中区）からのロイヤリティ収入も前年同期の実績を

上回りました。以上の結果、売上高は76,122千円（前年同期比274.9％）、売上総利益は45,088千円（同295.1％）となりま

した。 



② トラベル事業部 

トラベル事業部におきましては、愛知万博の開催に乗じた「特別室で行く伊勢湾クルーズと伊勢神宮・愛地球博２日間」

がヒットするなど、当社得意の日帰り旅行に加え、大手が優位とされる宿泊企画においても過去最高の実績を記録したこと

から、引き続き、香川県発のバスツアーが伸長しました。また、香川県内の景況感が改善するなか、既存顧客への継続的な

提案活動の成果として、低迷が続いた国内団体旅行の取扱額にも復調の兆しが見られました。以上の結果、売上高は596,063

千円（前年同期比117.6％）、売上総利益は104,629千円（同121.8％）となりました。 

なお、当事業部の担当する旅行関連事業につきましては、平成17年10月５日をもって会社分割により分社化し、その全株

式を穴吹興産株式会社（当社の親会社）に譲渡しております。 

  

事業部門別売上高及び構成比 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べ6,915千円減少（前年同

期比98.8％）し、当中間会計期間末には563,907千円となりました。 

なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果獲得した資金は36,675千円（前年同期は20,557千円の支出）となりました。これは

主に、税引前中間純利益の増加及び法人税等の支払額の減少によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は32,153千円（前年同期比41.5％）となりました。これは主に、差入

保証金の差入れ及び固定資産の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は27,557千円（前年同期比154.6％）となりました。これは主に、配当

金の支払い及び借入金の減少によるものです。 

    売 上 高 構 成 比 

  人材サービス事業部 3,107,672千円 83.9％ 

  トラベル事業部 596,063千円 16.1％ 

  合  計 3,703,736千円 100.0％ 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 人材サービス事業部には仕入実績がありませんので、トラベル事業部の仕入実績のみ記載しております。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は受注生産を行っていないので、該当事項はありません。 

  

(3）販売（売上）実績 

① 当中間会計期間の販売（売上）実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 人材サービス事業部の地域別売上高は、次のとおりであります。 

 （注）１．その他は、フランチャイズ契約に基づく収入等であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

航空運賃及び地上費（千円） 490,444 116.8 

その他（千円） 989 95.6 

合計（千円） 491,433 116.7 

事業 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

  

人材派遣事業（千円） 2,720,304 127.7 

人材紹介事業（千円） 75,062 157.3 

アウトソーシング事業（千円） 236,183 72.9 

その他（千円） 76,122 274.9 

人材サービス事業部 小計（千円） 3,107,672 122.9 

トラベル事業部（千円） 596,063 117.6 

合計（千円） 3,703,736 122.0 

地域 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

四国（千円） 1,688,118 118.8 

中国（千円） 809,144 106.0 

近畿（千円） 365,240 128.5 

関東（千円） 238,797 422.5 

その他（千円） 6,370 126.8 

合計（千円） 3,107,672 122.9 



③ 人材サービス事業部における新規登録者数、登録者数累計、及び派遣労働者数は、次のとおりであります。 

 （注） 派遣労働者数は、各月の給与支払者数を平均しております。 

  

３【対処すべき課題】 

  当中間会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

人材サービス関連事業への特化について 

当社は、これまで人材サービス関連事業（人材派遣事業、人材紹介事業、アウトソーシング事業等）と旅行関連事業の２つ

の事業を併営してまいりましたが、更にクオリティの高いサービスの提供による高収益企業への飛躍をめざすため、人材サー

ビス関連事業に特化することにいたしました。 

なお、この方針の一環として、平成17年10月５日をもって旅行関連事業部門（トラベル事業部）を会社分割により分社化

し、同日中に新設子会社の株式を穴吹興産株式会社（当社の親会社）に全部譲渡しております。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

会社分割 

当社は、平成17年５月20日開催の取締役会及び同年６月23日開催の定時株主総会において、当社旅行関連事業（トラベル事

業部）を会社分割し、新設する当社100％出資子会社に承継する決議を行い、同年10月５日に株式会社穴吹トラベルを新設しま

した。 

会社分割の概要は、次のとおりであります。 

① 会社分割の目的 

当社は、人材サービス関連事業と旅行関連事業の２つの主たる事業のうち、人材サービス関連事業を当社のコア事業と位

置付けております。旅行関連事業部門を分社化し、人材サービス関連事業に特化することで、更にクオリティの高いサービ

スの提供による高収益企業への飛躍をめざしてまいります。 

② 会社分割の方法 

当社を分割会社、新設会社を承継会社とする新設分割（物的分割）方式 

③ 分割期日 

平成17年10月５日 

④ 会社分割の条件等の詳細については「第５ 経理の状況 中間財務諸表等 (1)中間財務諸表 注記事項 （重要な後発事

象）」に記載のとおりであります。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

地域 

新規登録者数 登録者数累計 派遣労働者数（注） 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同
期比 
（％） 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前年同
期比 
（％） 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同
期比 
（％） 

四国 
（高松支店・徳島支店・ 
高知支店・松山支店） 
（人） 

1,332 121.4 22,197 113.3 1,272 108.3

中国 
（広島支店・福山支店・ 
岡山支店）（人） 

707 143.4 10,630 113.6 570 102.0

近畿（関西支店）（人） 277 107.8 5,682 110.8 233 120.1

関東（東京支店）（人） 640 － 1,068 － 103 －

合計（人） 2,956 160.0 39,577 116.1 2,178 113.0



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、経営の効率化を図るため、ＩＴビズタレント事業推進部を当社東京支店（東京都千代田区）の近隣

に移転したことにより、同部の新事業所が新たに当社の主要な設備になりました。 

 その設備の状況は、次のとおりであります。 

  

なお、これに伴い、ＩＴビズタレント事業推進部の旧事業所を除却しております。 

その主要な設備は、次のとおりであります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 平成17年９月30日現在における重要な設備の新設、改修計画はありません。 

  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 

建物 工具器具備品 その他 合計 

ＩＴビズタレント事業
推進部 
（東京都千代田区） 

事務所 1,579 370 － 1,949 7

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業員数
（人） 

建物 工具器具備品 その他 合計 

ＩＴビズタレント事業
推進部 
（東京都新宿区） 

事務所 3,461 － － 3,461 －



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 平成17年８月17日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、会社が発行す

る株式の総数は72,000株増加し、90,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

 （注） 平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき５株の割合をもって分

割しました。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 平成17年11月18日付をもって１株を５株に株式分割し、発行済株式総数が18,720株増加しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,000 

計 18,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,680 23,400 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 4,680 23,400 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 4,680 － 243,400 － 112,320 



(4）【大株主の状況】 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

穴吹興産株式会社 香川県高松市鍛冶屋町７－12 2,647 56.55 

藏田 徹 香川県高松市上天神町814－９ 502 10.72 

クリエアナブキ従業員持株会 
理事長 森本 健二 

香川県高松市鍛冶屋町７－12 233 4.97 

シティグループ・グローバ
ル・マーケッツ・インク 
（常任代理人日興シティグル
ープ証券株式会社） 

388 GREENWICH STREET
NEW YORK, N.Y.10013 U.S.A. 
（東京都港区赤坂５丁目２－20） 

129 2.75 

株式会社穴吹ハウジングサー
ビス 

香川県高松市鍛冶屋町６－11 100 2.13 

穴吹 忠嗣 香川県高松市昭和町１丁目10－28 96 2.05 

穴吹 キヌヱ 香川県高松市城東町１丁目７－15 61 1.30 

上口 裕司 香川県高松市桜町２丁目７－12－409 58 1.23 

中出 了真 川崎市多摩区東生田１丁目12－１－108 55 1.17 

細野 晃弘 
東京都品川区東五反田４丁目１－７
アプリーレ高輪台202 

45 0.96 

計 － 3,926 83.88 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２．□印は、株式分割権利落後の株価を示しております。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,680 4,680

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 4,680 － － 

総株主の議決権 － 4,680 － 

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － －

計 － － － － －

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 901,000 813,000 869,000 830,000 1,200,000 1,250,000 

最低（円） 610,000 650,000 755,000 750,000 735,000 □ 231,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人による中間監査を受けて

おります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   569,767  562,850 585,888  

２．売掛金   525,814  683,796 634,499  

３．有価証券   10,058  10,062 10,060  

４．たな卸資産   965  1,342 1,223  

５．繰延税金資産   22,134  24,618 21,677  

６．その他   30,638  49,525 39,024  

貸倒引当金   △1,215  △77 △1,096  

流動資産合計    1,158,164 83.9 1,332,118 84.7  1,291,277 84.9

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１ 38,407  56,724 47,086  

(2）無形固定資産   36,020  39,691 32,092  

(3）投資その他の資産       

１．差入保証金   111,301  101,320 109,664  

２．繰延税金資産   16,009  20,449 17,919  

３．その他   21,074  22,741 23,166  

貸倒引当金   △37  － －  

投資その他の資産
合計 

  148,347  144,510 150,750  

固定資産合計    222,776 16.1 240,926 15.3  229,928 15.1

資産合計    1,380,941 100.0 1,573,044 100.0  1,521,206 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   81,090  78,470 76,562  

２．短期借入金   53,000  38,000 43,000  

３．未払費用   332,481  415,170 417,731  

４．未払法人税等   14,080  32,633 2,464  

５．未払消費税等   58,653  79,915 75,693  

６．賞与引当金   46,501  49,194 47,938  

７．その他   89,037  140,589 125,929  

流動負債合計    674,845 48.9 833,973 53.0  789,320 51.9

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   43,871  51,567 47,280  

固定負債合計    43,871 3.1 51,567 3.3  47,280 3.1

負債合計    718,716 52.0 885,540 56.3  836,600 55.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    243,400 17.7 243,400 15.5  243,400 16.0

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   112,320  112,320 112,320  

資本剰余金合計    112,320 8.1 112,320 7.1  112,320 7.4

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   6,380  6,380 6,380  

２．任意積立金   3,343  2,277 3,343  

３．中間（当期）未処
分利益 

  296,780  323,125 319,161  

利益剰余金合計    306,504 22.2 331,784 21.1  328,886 21.6

資本合計    662,224 48.0 687,504 43.7  684,606 45.0

負債・資本合計    1,380,941 100.0 1,573,044 100.0  1,521,206 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,036,391 100.0 3,703,736 100.0  6,417,386 100.0

Ⅱ 売上原価    2,382,780 78.5 2,890,132 78.0  5,026,052 78.3

売上総利益    653,611 21.5 813,604 22.0  1,391,334 21.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   630,948 20.7 750,472 20.3  1,326,324 20.7

営業利益    22,662 0.8 63,132 1.7  65,009 1.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  837 0.0 1,483 0.0  1,335 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  709 0.0 841 0.0  1,419 0.0

経常利益    22,790 0.8 63,773 1.7  64,925 1.0

Ⅵ 特別利益 ※３  66 0.0 1,018 0.0  25 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  2,013 0.1 8,922 0.2  2,794 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

   20,843 0.7 55,869 1.5  62,156 1.0

法人税、住民税及
び事業税 

※６ 10,974  30,361 31,360  

法人税等調整額 ※６ △2,768 8,206 0.3 △5,470 24,891 0.7 △4,221 27,138 0.4

中間（当期）純利
益 

   12,636 0.4 30,978 0.8  35,018 0.6

前期繰越利益    284,143 292,147  284,143 

中間(当期)未処分
利益 

   296,780 323,125  319,161 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  20,843 55,869 62,156 

減価償却費   13,116 14,002 29,554 

貸倒引当金の増減額   △103 △1,018 △260 

賞与引当金の増減額   4,516 1,256 5,953 

退職給付引当金の増
減額 

  4,682 4,287 8,091 

受取利息及び受取配
当金 

  △9 △8 △16 

支払利息   616 673 1,318 

固定資産除却損   197 3,461 979 

原状回復費用   1,815 2,450 1,815 

賃貸借契約の解約に
伴う違約金 

 － 3,010 － 

売上債権の増減額   29,269 △49,297 △79,377 

たな卸資産の増減額   △240 △118 △498 

仕入債務の増減額   23,593 1,907 19,066 

未払消費税等の増減
額 

  △12,816 4,512 4,223 

未払費用の増減額   △49,578 △2,561 35,671 

その他資産・負債の
増減額 

  △12,589 △1,004 23,250 

小計   23,312 37,421 111,925 

利息及び配当金の受
取額 

  6 7 13 

利息の支払額   △809 △544 △1,428 

原状回復費用の支払
額 

  △1,815      － △1,815 

賃貸借契約の解約に
伴う違約金の支払額 

 － △3,010 － 

法人税等の還付額  － 5,414 － 

法人税等の支払額   △41,251 △2,612 △80,917 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △20,557 36,675 27,777 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △21,645 △22,491 △39,584 

無形固定資産の取得
による支出 

  △20,577 △6,213 △23,915 

差入保証金の差入に
よる支出 

  △40,933 △22,084 △42,200 

差入保証金の返戻に
よる収入 

  5,421 18,386 8,325 

その他   284 250 △2,291 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △77,450 △32,153 △99,665 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   10,000 △5,000 － 

配当金の支払額   △27,830 △22,557 △27,830 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △17,830 △27,557 △27,830 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △115,837 △23,035 △99,717 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  686,661 586,943 686,661 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 570,823 563,907 586,943 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   先入先出法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 ３～47年 

工具器具備品 ３～20年 

     同左 同左 

  （少額減価償却資産）     

   取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均

等償却によっております。 

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

同左 同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付の支給に備

えるため、当中間会計期間末に

おける退職給付債務の見込額を

計上しております。 

同左  従業員の退職給付の支給に備

えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

  

 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

同左 同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

  

────── 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

  

────── 

項目 
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

中間キャッシュ・フロー計算

書 

営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用

の増減額」は、前中間会計期間は「その他資産・

負債の増減額」に含めて表示しておりましたが、

金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。 

なお、前中間会計期間の「その他資産・負債の増

減額」に含まれている「未払費用の増減額」は△

28,197千円であります。 

  

────── 



追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の

表示方法 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割

1,984千円を販売費及び一般管理

費として処理しております。 

  

────── 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実

務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割4,235千

円を販売費及び一般管理費として

処理しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
  

  57,522千円
  

  70,286千円   61,726千円



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  

保険返戻益 237千円
  

保険返戻益 734千円 保険返戻益 983千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 616千円
  

支払利息 673千円 支払利息 1,318千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 
  

貸倒引当金戻入 66千円
  

貸倒引当金戻入 1,018千円 貸倒引当金戻入 25千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 
  

  

工具器具備品除
却損 

197千円

原状回復費用 1,815千円

  

  

建物除却損 3,461千円

原状回復費用 2,450千円

賃貸借契約の解
約に伴う違約金

3,010千円

建物除却損 287千円

工具器具備品除
却損 

492千円

長期前払費用 200千円

原状回復費用 1,815千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 6,588千円

無形固定資産 6,528千円

  
有形固定資産 9,733千円

無形固定資産 4,268千円

有形固定資産 15,267千円

無形固定資産 13,793千円

※６ 当中間会計期間に係る「法人

税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」は、当社

が当事業年度において予定し

ている利益処分による特別償

却準備金等の取崩しを前提と

して、その金額を計算してお

ります。 

※６     同左 ※６    ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  

  （千円）

現金及び預金勘
定 

569,767 

有価証券勘定 10,058 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△9,002 

現金及び現金同
等物 

570,823 

 
  （千円）

現金及び預金勘
定 

562,850 

有価証券勘定 10,062 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△9,005 

現金及び現金同
等物 

563,907 

  （千円）

現金及び預金勘
定 

585,888 

有価証券勘定 10,060 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△9,005 

現金及び現金同
等物 

586,943 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 
  

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）
  

工具器具備品 42,825 25,164 17,660

ソフトウェア 56,370 20,878 35,491

合計 99,195 46,043 53,152

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）
  

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）
  

工具器具備品 39,164 24,543 14,620

ソフトウェア 74,326 33,398 40,928

合計 113,491 57,942 55,549

取得価
額相当
額 
（千円） 
  

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円） 
  

工具器具備品 39,514 26,249 13,265 

ソフトウェア 56,370 26,515 29,854 

合計 95,884 52,765 43,119 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 18,918千円

１年超 35,163千円

合計 54,081千円

  
１年内 17,892千円

１年超 38,518千円

合計 56,410千円

１年内 15,797千円

１年超 28,180千円

合計 43,977千円

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  
支払リース料 9,938千円

減価償却費相当
額 

9,266千円

支払利息相当額 692千円

  
支払リース料 11,464千円

減価償却費相当
額 

10,796千円

支払利息相当額 671千円

支払リース料 19,900千円

減価償却費相当
額 

18,608千円

支払利息相当額 1,307千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同左 同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

額はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  次へ 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 10,058 

非上場株式 10,000 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 10,062 

非上場株式 10,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 10,060 

非上場株式 10,000 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 141,501円00銭

１株当たり中間純利
益金額 

2,700円21銭

  

１株当たり純資産額 146,902円67銭

１株当たり中間純利
益金額 

6,619円31銭

１株当たり純資産額 146,283円35銭

１株当たり当期純利
益金額 

7,482円57銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 12,636 30,978 35,018 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
12,636 30,978 35,018 

期中平均株式数（株） 4,680 4,680 4,680 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

────── 

１．会社分割 

当社は、平成17年５月20日開催

の取締役会及び同年６月23日開催

の定時株主総会において、当社旅

行関連事業（トラベル事業部）を

会社分割し、新設する当社100％

出資子会社に承継する決議を行

い、同年10月５日に株式会社穴吹

トラベルを新設しました。 

なお、当社は、平成17年10月５

日の当該子会社設立と同時に、当

社の親会社（穴吹興産株式会社）

に対して、同社株式を総額40,000

千円で全部譲渡し、30,000千円の

株式譲渡益を得ております。 

 会社分割の概要は、次のとおり

であります。 

会社分割 

当社は、平成17年５月20日開催

の取締役会において、当社旅行関

連事業（トラベル事業部）を会社

分割し、新設する当社100％出資

子会社に承継する決議を行い、同

年６月23日開催の定時株主総会に

おいて承認可決されました。 

なお、当該新設子会社の株式

は、分割登記の完了後速やかに、

当社の親会社（穴吹興産株式会

社）に全部譲渡する予定です。 

 会社分割の概要は、次のとおり

であります。 

  (1）会社分割の目的 

 当社は、人材サービス関連事

業と旅行関連事業の２つの主た

る事業のうち、人材サービス関

連事業を当社のコア事業と位置

付けております。旅行関連事業

部門を分社化し、当該新設子会

社の株式を、分割登記の完了後

速やかに、当社の親会社に適正

な価格で全部譲渡することによ

り、人材サービス関連事業に経

営資源を集中させ、更にクオリ

ティの高いサービスの提供を通

した高収益企業への飛躍をめざ

してまいります。 

(1）会社分割の目的 

同左 

  (2）会社分割の方法 

 当社を分割会社、新設会社を

承継会社とする新設分割（物的

分割）方式 

(2）会社分割の方法 

同左 

  

  

  (3）分割期日 

 平成17年10月５日 

(3）分割期日 

 平成17年10月５日（予定） 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

────── 

(4）分割に際して発行する株式及

び割当 

新設会社が本件分割に際し

て発行する普通株式200株

は、全て当社に対して割当交

付しました。 

(4）分割に際して発行する株式及

び割当 

新設会社が本件分割に際し

て発行する普通株式200株

は、全て当社に対して割当交

付されます。 

  (5）新設会社が承継する権利義務 

① 承継する資産 

 新設会社は、分割期日に

おける本件営業（旅行関連

事業の営業の全部をいう。

以下同じ）に係る流動資

産、固定資産の一切を、当

社から承継しました。 

(5) 新設会社が承継する権利義務 

① 承継する資産 

 新設会社は、分割期日に

おける本件営業（旅行関連

事業の営業の全部をいう。

以下同じ）に係る流動資

産、固定資産の一切を、当

社から承継します。 

  ② 承継する負債 

 新設会社は、分割期日に

おける本件営業に係る流動

負債、固定負債の一切を、

当社から承継しました。 

② 承継する負債 

 新設会社は、分割期日に

おける本件営業に係る流動

負債、固定負債の一切を、

当社から承継します。 

  ③ 承継する契約関係（下記

④を除く） 

 新設会社は、売買契約、

賃貸借契約、旅行業務提携

契約、旅行商品取扱委託契

約、業務委託契約、代理店

契約その他、分割期日にお

いて本件営業に属する契約

の一切及びこれらに付随す

る権利義務の一切を、当社

から承継しました。 

③ 承継する契約関係（下記

④を除く） 

 新設会社は、売買契約、

賃貸借契約、旅行業務提携

契約、旅行商品取扱委託契

約、業務委託契約、代理店

契約その他、分割期日にお

いて本件営業に属する契約

の一切及びこれらに付随す

る権利義務の一切を、当社

から承継します。 

  ④ 承継する労働契約 

 新設会社は、分割期日に

おいて本件営業に属する全

ての従業員に係る労働契約

（勤続年数を含む）及びこ

れに付随する権利義務の一

切を、当社から承継しまし

た。 

④ 承継する労働契約 

 新設会社は、分割期日に

おいて本件営業に属する全

ての従業員に係る労働契約

（勤続年数を含む）及びこ

れに付随する権利義務の一

切を、当社から承継しま

す。 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

────── 

 なお、分割した旅行関連

事業の経営成績並びに資産

及び負債の金額は、次のと

おりであります。 

イ 経営成績（平成17年９

月中間期） 

売上高 596,063千円

売上 

総利益 
104,629千円

 なお、分割する旅行関連

事業の経営成績並びに資産

及び負債の金額は、次のと

おりであります。 

イ 経営成績（平成17年３

月期） 

売上高 1,092,050千円

売上 

総利益 
189,346千円

  ロ 資産及び負債の金額

（平成17年10月５日現 

在） 

流動資産 189,482千円

固定資産 18,543千円

資産合計 208,025千円

流動負債 186,215千円

固定負債 11,810千円

負債合計 198,025千円

ロ 資産及び負債の金額

（平成17年３月31日現 

在） 

流動資産 203,482千円

固定資産 16,920千円

資産合計 220,402千円

流動負債 199,633千円

固定負債 9,919千円

負債合計 209,552千円

  (6）新設会社の概要 

商号 
株式会社 

穴吹トラベル 

代表者 
代表取締役社長 

藏田 徹 

住所 
香川県高松市 

鍛冶屋町２番地７

資本金 10,000千円 

事業内容 旅行関連事業 

(6) 新設会社の概要 

同左 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

────── 

２．株式の分割 

 当社は、平成17年８月17日開催

の取締役会決議に基づき、平成17

年11月18日をもって、次のように

株式分割による新株式を発行しま

した。 

(1）分割により増加した株式数 

普通株式     18,720株 

(2）分割の方法 

平成17年９月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき５株の割合をもって分割

しました。 

(3）配当起算日 

平成17年10月１日 

  

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりになります。 

前中間会計
期間 

当中間会計
期間 

前事業年度

１株当たり
純資産額 
（円） 

１株当たり
純資産額 
（円） 

１株当たり
純資産額 
（円） 

28,300.19 29,380.53 29,256.67

１株当たり
中間純利益
金額（円） 

１株当たり
中間純利益
金額（円） 

１株当たり
当期純利益
金額（円） 

540.04 1,323.86 1,496.51

  

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第19期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日四国財務局長に提出 

(2)臨時報告書 

平成17年６月24日四国財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株式会社 クリエアナブキ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリエアナ

ブキの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社クリエアナブキの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 雅 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 達 美 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株式会社 クリエアナブキ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリエアナ

ブキの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第20期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社クリエアナブキの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されている通り、会社は平成１７年１０月５日付で旅行関連事業を会社分割し、新設会社に承継させるとと

もに、同子会社株式の全てを穴吹興産株式会社に売却した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 雅 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 達 美 
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